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ア 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

１．学生確保の見通し 

（１）入学定員設定の考え方 

本専攻は、食による健康維持を科学的に追求するため、「食品の安全性」と「食品の

機能性」の両分野を教育研究の柱とし、これら両分野における高度な知識と技術、研究

能力を修得し、高度な問題解決力を身に付けた「食品の安全性と機能性の専門家」の養

成を目的とする。 

そのため、基礎科目は講義方式で行い、専門特論科目を深く理解する上で基盤となる

知識を修得させる。専門特論科目も講義方式で行い、研究分野と専門領域の専門知識を

修得させる。専門実験科目では、専門に共通な基礎的実験手法を修得させる。研究科目

である「食品安全健康学特別演習Ⅰ～Ⅳ」は、各指導教員が配置された研究室内でグル

ープディスカッションにより行い、「食品安全健康学特別実験Ⅰ～Ⅳ」では、各学生に

研究テーマを設定し、研究計画の立案からその実施、論文作成に至るまで個別指導を行

う。 

このような研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養成する人

材像」を輩出するための適正な入学定員等について、本学の資源を最大限に活用するこ

とを前提に、教員数や施設設備、学生納付金等の面から検討し、6つの研究室に各学年

4 人程度の学生を受け入れることが可能であるとの判断から、次のとおり設定した。 

1) 入学定員 20 人（収容定員 40 人） 

2) 専任教員数 11 人 

3) 初年度学生納付金 1,460,600 円 

（入学金、授業料、実験実習演習費、設備拡充費及び学生厚生費の合計） 

 

（２）定員充足の見込みと根拠 

１）本学及び他大学等の入試動向 

表 1に示すとおり、日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願

動向」によると、私立大学における「修士課程及び博士前期課程、専門職学位課程」の

志願者数は、平成 25 年度 54,736 人から平成 28 年度 50,064 人に減少（4,672 人）して

いる。一方、農学系研究科に絞ると、平成 25 年度 792 人から平成 28 年度 792 人と横ば

いの傾向を示している。また、栄養学研究科、栄養科学研究科及び健康科学研究科に絞

ると、平成 25 年度 143 人から平成 27 年度 110 人と減少しているが、平成 28 年度は 129

人となり増加の傾向を示している。年度毎に増減はあるものの毎年 100 人以上の志願者

を集めている。 

本学農学研究科（博士前期課程）の志願者数は、平成 25 年度 249 人から平成 28 年度

276 人と増加傾向を示している資料１。 
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表 1 志願者数（平成 25 年度から平成 28 年度）の推移 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

全国私立大学 修士課程等 (注) 54,736 52,385 51,022 50,064

全国私立大学のうち 農学系（注） 792 831 804 792

全国私立大学のうち 栄養学・栄

養科学・健康科学研究科（注） 

143 127 110 129

東京農業大学農学研究科 

（博士前期課程） 

249 238 264 276

（注）出典：日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 

 

以上、一般的な志願動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績から、本専攻の開

設にあたり、学生確保の見込みがあると判断した。 

 

２）新設専攻に対する入学意向調査 

新設専攻に対する大学生の入学意向を把握するために、次の通りアンケート調査を

行った資料２。 

① 調査対象者 

アンケート調査は、本専攻の基礎となる本学応用生物科学部食品安全健康学科 3 年生

を対象に実施した。 

② 調査方法 

平成 28 年 12 月から平成 29 年 1 月にかけ、東京農業大学内の教室において、上記の

調査対象者に対し、アンケート用紙及び東京農業大学大学院農学研究科食品安全健康学

専攻（修士課程）（仮称）の概要を配布し、直接アンケート用紙に記入する方法により

実施した。 

③ アンケート調査の結果 

この結果、156 人から回答があった。 

大学院への進学意向について調査した結果、回答者 156 人のうち、「将来的にも大学

院入学には興味がない」が50人（32.1%）と最も多く、次いで「入学したい」42人（26.9%）、

「機会があれば入学したい」33 人（21.2%）、「将来、必要を感じた場合には入学を考え

る」21 人（13.5%）、「わからない」10 人（6.4%）の順になった。 

さらに、本専攻に興味・関心を示した 102 人に、本専攻への入学意向について調査し

た結果、「入学したい」が 38 人（37.3%）、「入学を検討したい」が 40 人（39.2%）とな

り、20 人の入学定員に対し、合計 78 人（76.5%）が入学意向を示していることがわかっ

た。 

以上の調査結果と、調査対象以外からの進学も考えられることから、東京農業大学大

学院農学研究科食品安全健康学専攻（修士課程）の入学定員を満たす学生は十分に確保
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できるものと考える。 

 

（３）学生納付金設定の考え方 

本専攻の教育上の目的を達成するため必要となる学生納付金について、本学の資源を

最大限に利用することを前提に、設定した学生数と教員数及び必要となる施設設備等を

基礎とし検討した結果、初年度学生納付金（入学金、授業料、実験実習演習費、施設設

備費及び学生厚生費の合計）を 1,460,600 円に設定した。 

 

２．学生確保に向けた具体的な取組状況 

（１）学生確保に向けた具体的な取組状況（予定含む） 

本学大学院では本学学部生のみならず、広く本学の教育研究について理解を得ると同

時に学生確保につなげるため、以下のような取り組みを行っている。 

① ホームページでの広報活動 

東京農業大学大学院ホームページ主な掲載内容（http://gs.nodai.ac.jp/） 

月間ページビュー2 万（2016 年 11 月現在） 

・基本情報 

・学長、研究科委員長からのメッセージ 

・教育研究上の目的・目標ならびに 3方針 

・研究科・専攻についての基本情報 

・入試情報 

・大学院出願の案内と学生募集要項 

・入試実施結果および大学院入試の過去問題 

・JICA プログラムによる長期履修 

・各専攻入試説明会の日程等掲載 

・生活・進路 

・学費・奨学生制度について 

・就職情報 

・イベント（FD 活動ほか） 

・専門家による FD 活動の公表 

・OB の講演と交流 

・日本学術振興会特別研究員の応募について 

② 入試募集や学生確保に関する活動 

  ・募集要項の発行（電子データでホームページにて提供） 

  ・大学案内への大学院情報提供（発行部数 11 万部 2016 年 11 月現在） 

  ・大学院案内の発行・配布（発行部数 2,300 部） 

  ・JICA 人材育成奨学計画による海外若手行政官等の積極的な受け入れ 
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  ・日本への渡航による受験を必要としない海外現地入試の導入 

・教育後援会地方懇談会（毎年日本全国で開催）出席者（在学生の親など）全員に

大学院案内及び奨学金制度拡充に関する資料・パンフレットを配布 

・職業を有している者でも入学しやすいよう長期履修制度を導入した。最長で標準

修業年限の 2 倍の期間まで修学でき費用も期間に応じて分割される。 

  ・JICA と協定を締結し、青年海外協力隊隊員及び日系社会青年ボランティアを行

いながら長期履修することを可能とした。 

 

（２）学生確保についての具体的な取組状況及びその効果、反応等 

 各種広報活動において、各専攻の教育研究上の目的・目標ならびに 3つのポリシー等

を明確に示すとともに、事前に教員と面談し研究テーマ・研究計画にギャップが無いか

確認することを推奨している。このことにより学生が希望に沿った専攻を選択できるよ

うに取り組み、不本意入学をできるだけ防ぎ、修了時に高い満足度が得られるよう配慮

している。 

 このような取り組みが評価され、表 1 に示すとおり、全国私立大学修士課程等の志願

者数が平成 25 年度 54,736 人から平成 28 年度 50,064 人と減少（約 1割減）しているの

に対し、本研究科では平成 25 年度 249 人から平成 28 年度 276 人と増加傾向（約 1 割

増）を示しており、一定の効果があるものと考える。 

 

 

イ 人材需要の動向等社会の要請 

１．人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

（１）養成する人材像 

食の安全をめぐる問題の表面化、また、食の機能に対する期待などから、国民の間

で、健康維持のための「食」に対する関心が高まっている。このような社会的状況に鑑

み、「食品の安全性」と「食品の機能性」の両分野における深い造詣と広範な専門的知

識を修得することで、難度の高い問題を解決し、その結果を社会に対して的確に発信す

る能力を身に付け、健康維持のための食品の安全性と機能性を同時に評価できる「食品

の安全性と機能性の専門家」の養成が必要とされている。 

本専攻は、食による健康維持を科学的に追求するため、「食品の安全性」と「食品の

機能性」の両分野を教育研究の柱とする。本専攻における「食品の安全性」とは、食品

（成分）のリスクを科学的に評価し、その結果に基づいて構築した方法論を用いてリス

クを的確に管理し、さらに、リスクに関する情報を正しく発信することである。具体的

には、1) 食品中物質の化学構造と生体影響の相関性（ケミカルトキシコロジー）、2) 食

品成分の安全性の病理学的評価（リスク評価）、3) 咀嚼・嚥下システムを考慮した食品

開発（食品開発）に着目して教育研究を行う。一方、「食品の機能性」とは、食品に関
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連する新規機能性成分を探索し、その機能を解明し、生体に応用することである。具体

的には、1) 食材に含有される新規機能性成分の探索（生理活性物質）、2) 食品因子の

機能メカニズム解明（生理機能）、3) 生体を一つの環境として捉えた食品因子の健康機

能解析（生体環境解析）に着目して教育研究を行う。本専攻では、これら両分野におけ

る高度な知識と技術、研究能力を修得し、高度な問題解決力を身に付けた人材の養成を

行う。 

（２）教育研究上の目的 

国民の「食」に対する関心の高まりに応えて「食」による健康維持を科学的に追求す

るため、食品の安全性と機能性の両方を十分に理解したうえで「食」による健康維持を

図ることを目指した教育研究を行う。 

本専攻では、必修の基礎科目として配当する「食品安全健康学概論」において教育研

究の柱とする「食品の安全性」と「食品の機能性」の両分野を学ばせ、それ以外の専門

科目等の履修により、各分野の造詣を深めさせる。それにより、食品成分が持つリスク

の意味を理解し、当該リスクを適切に評価・管理したうえで機能性を追求することがで

きることを学ばせ、その分野において難度の高い問題を解決する能力を習得させること

を教育研究上の目的としている。 

（３）修了後の進路 

本専攻修了後の具体的な進路は、研究機関（大学、食品・医薬品関連研究施設）、行政

機関（食品衛生監視員）、食品メーカーの「研究開発」、「品質管理」、「製造技術」、「学

術担当」部門、医薬品・化成品・化粧品メーカー等の類似部門への人材供給を想定して

いる。また、一部の修了生は、博士後期課程に進学するものと想定している。 

 

２．上記が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根

拠 

（１）人材需要の動向 

 「食の安全・安心」に関しては、農作物への農薬等の残留、食品の産地表示や期限表

示の信頼性、食品により媒介される感染症および食中毒の発生、食品添加物や輸入食品、

遺伝子組換え食品、健康食品の安全性に対する危惧、さらには、福島の原子力発電所事

故により大きな社会的関心事となった放射性物質の土壌・海洋汚染に伴う食品汚染など、

新たな食に対する不安の要因が増加するなか、多くの国民が食に対する不安を抱えてい

る状況にあるともいわれている。 

このような不安に対する社会的要求は、様々な調査結果にも現れている。例えば平成

26 年下半期に行われた日本政策金融公庫(日本公庫)・農林水産事業の食品産業動向調

査結果(調査時点：平成 27 年 1 月 1日、食品関係企業 2,457 社回答)によると、「今後伸

びる食品産業の製商品の志向」では、質問項目「低価格」「健康・美容」「安全」「味」

「地元産」「国産」「簡便」の中で 50%前後を推移しているのは、「安全」のみであり、平
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成 25 年上半期に一旦減少傾向となるも（47.4%）、平成 26 年下半期で 52.2%と増加して

いる。このことの背景については、安全性の判断基準ともなっている「国産」が平成 24

年下半期の 10.7%から平成 26 年下半期で 15.8%と増加していることを考慮すると、期限

切れ中国産鶏肉の使用、異物混入問題など食の安全・安心をめぐる出来事が影響してい

ることが窺える資料３。また、日本公庫が平成 27 年 7 月に実施した全国 20～70 代の男

女各 1,000 人のインターネットによるアンケート調査では、日常生活を営む上で、自然

災害や交通事故、病気・けがなど様々なリスク・問題に対する安全を意識する中で、「食

の安全」について、「関心がかなり高い」「関心が高い」と回答した割合が合わせて 49.3%

となっている資料４。さらに、同公庫が平成 28 年 1 月に実施した調査の特別設問で、

今や国際的な食品衛生管理の基準となっている HACCP(Hazard Analysis and Critical 

Control Point)の取り組み状況について食品製造業者に訊いたところ、7割超えの企業

が既に導入済みもしくは今後導入予定と回答している資料５。 

一方、内閣府食品安全委員会は、食品安全基本法に基づくリスク評価として、平成 28

年 3 月 4 日現在で 2,055 件にのぼる食品健康影響評価を実施し、さらに評価案の意見募

集中案件が 26 件、評価審議中案件が 357 件を数えている。このことは、「食品の安全性

の専門家」により解決すべき食の問題が山積していることを示している資料６。 

以上より、食品産業界および消費者の間では「食品の安全性」が重要視され、特に食

品産業界では食の安全・安心を総合的に理解し、食に対する問題解決力を備えた広範な

能力を有する「食品の安全性の専門家」としての人材に対するニーズが高まっているこ

とが窺える。 

他方、食を通じた「健康の維持・増進」に関しては、超高齢社会に伴う「健康寿命の

延伸」に対する関心の高まりに見られるように、普段の食生活改善による生活習慣病の

予防、あるいは病態の軽減に多くの期待が寄せられている。 

国民衛生の動向(2016/2017)によると、平成 26 年の患者調査で、医療機関を受診して

いる生活習慣病の患者数は、高血圧性疾患 1,011 万人、糖尿病患者 317 万人、心疾患

（高血圧性のものを除く）173 万人、脳血管疾患 118 万人、悪性新生物 163 万人で合計

1,782 万人に上り、その予防対策が急務となっている。厚生労働省が実施している厚生

労働科学研究費補助金では、平成 27 年度の研究事業 4 分野 25 研究のうち、「疾病・障

害対策研究分野」、「健康安全確保総合研究分野」における、がん、循環器・糖尿病等生

活習慣病対策、女性の健康の包括的支援、免疫アレルギー疾患克服、長寿科学、健康安

全・危機管理対策等についての研究が 2分野 20 研究を占めている資料７。 

このような「健康」をキーワードとした社会的ニーズに対応するためには、従来の栄

養学的な食事指導だけではなく、非栄養素として食材に含まれている食品の三次機能と

いわれる生体調節機能を有する食品因子（フードファクター）の利用も踏まえて、その

生理活性などについても十分な知識を兼ね備えた人材が必要とされている。その必要性

を示す例として、この食品の三次機能に注目し、不適切な生活習慣に伴う健康リスクを
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低減するように工夫され、消費者庁が健康に対してどのような機能をもっているかを示

す「保健の用途」について具体的に表示することを許可した「特定保健用食品（トクホ）」

がある。「トクホ」は平成 29 年 3 月 9 日時点で表示の許可番号が 1,716 となっており

（消費者庁ホームページ特定保健用食品情報「平成 29 年 3 月 9 日特定保健用食品の許

可について」資料８）、2015 年度の市場規模は 6,391 億円となっているが（公益社団法

人日本健康・栄養食品協会による「トクホ」の表示許可を取得した企業に対するアンケ

ート調査 1,194 品目資料９）、その適切な利用・摂取を進めるためには当然ながら広範

な「トクホ」の機能性に精通した人材が求められる。 

さらには、平成 27 年 4 月より新たに「機能性表示食品」制度が施行されたことも、

高度な知識を有する「食品の機能性の専門家」を輩出せねばならない重要な要因の一つ

である。この新たな「機能性表示食品」は事業者の責任において科学的根拠に基づいた

機能性を表示した食品であり、安全性および機能性の根拠に関する情報などを販売前に

消費者庁長官へ届け出たものである資料 10。前述の日本公庫による「平成 28 年上半期

食品産業動向調査(特別設問)」で、食品関係企業に対して機能性表示食品の扱いについ

て調査したところ、66.9%の企業が取扱いに関心を示す結果となった。機能性表示食品

の効果の狙いとしては、「中性脂肪・体脂肪」52.3%、「血糖値」42.5%、「コレステロー

ル」37.4%の順となり、消費者にアピールしたいポイントを「肥満」や「生活習慣病」

の予防に置いていることが判明している資料 11。また、「機能性表示食品」の中には、

「トクホ」にない農産物などの生鮮食品も含まれている。日本公庫の平成 25 年度上半

期消費者動向調査(特別設問)では、農産物の新たな市場として期待される「健康を増進

する成分を含む農産物や加工食品」に対する消費者の意識を調査したところ、6割が「食

べたい」と回答するなど、新たな付加価値を持つ農産物への消費者側の期待を示す結果

となった。しかし、そのためには、消費者が日常の食事の中で継続的に摂取できるよう

な環境整備が必要であるとの分析もされている資料 12。「機能性表示食品」に農産物な

どの生鮮食品を加えたのは、世界初の試みであり、農産物の地域ブランド化による 6次

産業の促進および上記のような消費者のニーズに応えたものとも考えられるが、品質面

を強化する衛生管理体制に加え、地域・季節変動などの生産状況等の農学分野の知識も

必要とされる。平成 27 年 9 月に農林水産省が立ち上げた『「知」の集積と活用の場』の

構築に向けた検討会は、農林水産・食品分野と異分野との新たな連携により、知識・技

術・アイディアを集積させ、革新的な研究成果を創出し、商品化・事業化に導く新たな

産学連携研究の仕組みづくりを検討する会である資料 13。この『「知」の集積と活用の

場』で推進する幾つかの研究テーマの中で「健康長寿社会の実現に向けた健康増進産業

の創出」が設けられ、目指す姿は「機能性を有する農林水産物の需要拡大と国民の健康

増進」とされている。今後、この検討会が推進する研究開発プラットフォームと「機能

性表示食品」が密接な関係を持って来ることが予想されるが、「機能性表示食品」は、

「トクホ」と異なり、消費者庁長官が提出された情報に基づいて各食品に個別の許可を
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出すものでなく、その機能性と安全性の担保について、事業者の責任もさることながら、

消費者の「自主的かつ合理的な商品選択の機会の確保」を促す制度であるとされ、消費

者側の正しい選択能力が求められている。さらに、「機能性表示食品」にはサプリメン

トも含まれており、ある種のサプリメントでは過剰摂取が懸念され、疾患治療のために

医薬品が投与されている際には当該医薬品との併用により予期せぬ副作用に繋がるこ

とも危惧される。食品の効果・効能（機能性）は、言うまでもなく、安全性が担保され

たうえで求めるものでなければならない。「トクホ」や「機能性表示食品」以外の「い

わゆる健康食品」の中には、その実体や作用メカニズムが明らかでないものも多い。こ

れらの過剰摂取による副作用等の事故を未然に防ぎ、安全性の担保された機能性食品の

摂取により健康の維持・増進をはかるために、食品企業あるいは官公庁においては、製

薬企業における医薬品の評価と同様に、最先端の研究成果をいち早く取り入れ、安全性

と機能性の根拠を明確にし、機能性食品の開発を推進するとともに、社会に対して正し

い情報を提供できる「食品の安全性と機能性の専門家」への需要が高まっている。 

 

（２）修了者に対する採用意向調査 

本学大学院農学研究科食品安全健康学専攻修士課程の設置構想に基づき、第三者機

関である「一般財団法人日本開発構想研究所」への委託による「東京農業大学農学研究

科食品安全健康学専攻（修士課程）（仮称）の修了者に対する企業等の採用意向に関す

るアンケート調査」を平成 28 年 10 月～11 月に実施した。（資料 14） 

調査対象は、本学大学院修了者の就職が見込まれる企業等 1,206 社の採用担当者に

アンケート用紙及び東京農業大学大学院農学研究科食品安全健康学専攻（修士課程）（仮

称）の概要を示したリーフレットを送付し、アンケートを実施した。回答については第

三者機関へ企業等から直接郵送による回収とした。 

本専攻に対する興味・関心について調査したところ、回答のあった企業等 302 件のう

ち、「大いに興味・関心がある」56 件（18.5%）、「興味・関心がある」177 件（58.6%）

との回答があり、「大いに興味・関心がある」、「興味・関心がある」の合計 233 件

（77.1%）が本専攻に興味を示していることがわかった。 

さらに、本専攻に対する興味・関心について「あまり興味・関心はない」、「全く興味・

関心がない」と回答した 42 件、無回答 4 件を除く 256 件に、本専攻修了者の採用意向

について調査したところ、「採用を検討する」が 146 件（57.0%）と最も多く、次いで「採

用したい」87 件（34.0%）、「採用は考えない」14 件（5.5%）の順になった。 

結果、本専攻の入学定員 20 名に対し、「採用したい」と回答した企業等のみで 87 件

あり、修了後の進路に関して充分に確保されていると判断できる。 



学生の確保の見通し等を記載した書類 

（東京農業大学 農学研究科 食品安全健康学専攻 修士課程） 
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平成26年下半期食品産業動向調査

食品産業動向調査結果

１　食品産業の景況
２　食品産業の製商品の志向
３　食品産業のHACCPへの取組み

調査時点　平成27年1月1日
調査方法　郵送により調査票を配付し、郵送により回収
調査対象企業

公庫取引先を含む全国の食品関係企業　7,178社
回答先数　　 2,547 社 　　　（回答率：35.5％）

<内訳>　　食品製造業　　 1,661社
食品卸売業　　　597社
食品小売業　　　224社
飲食業　　　　　 65社

詳しい調査結果を当公庫農林水産事業ホームページ（http://www.jfc.go.jp/）に掲載しています。
トップページから「刊行物・各種調査結果」→「農林水産事業による調査」→「食品産業動向調査」の
順でご覧ください。

調査要領

※景況判断のため、アンケート結果からDI 値を算出。DI（Diff usion Index = 動向指数）とは、
「増加する（良くなる）」と回答した企業の割合から「減少する（悪くなる）」と回答した企
業の割合を差し引いた数値。

＜調査に関するお問い合わせ＞
　日本政策金融公庫　農林水産事業本部　情報企画部　 TEL 03-3270-3151

平成27年3月

資料３
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1　食品産業の景況
景況DI　（景況DIは、売上高DI、経常利益DI、資金繰りDIを平均して算出） 

地域別景況DI

食品産業の景況感は売上伸びず足踏み状態
【実績】
○　平成 26 年下半期の景況DI は、前回調査時の 26 年上半期より 4.4 ポイント低下し▲ 7.3 となった。　
【見通し】　
○　先行き 27 年上半期の景況DI は 2.8 ポイント上昇し▲ 4.5 となる見通し。

【実績】
○　26 年下半期の地域別景況DI は、10 地域のうち北海道、東北、南関東、東海、中国、四国、九州の 7地

域で前回調査から 2.3 ～ 14.6 ポイント幅の低下となった。
【見通し】
○　先行き 27 年上半期の地域別景況DI は、北海道、東北、南関東、甲信越・北陸、東海、中国、九州の 7

地域で 1.0 ～ 8.5 ポイント幅の上昇となる見通し。

（注）地域の区分
北海道 ･･･････ 北海道
東北 ･････････ 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
北関東 ･･･････ 茨城県、栃木県、群馬県
南関東 ･･･････ 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
甲信越 ･北陸 ･･ 新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県

東海 ･････ 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿 ･････ 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国 ･････ 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 ･････ 徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州 ･････ 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県 （沖縄県除く）

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

食品産業 ▲15.8 ▲20.2 ▲14.3 ▲8.4 ▲19.4 ▲15.0 ▲3.8 ▲2.9 ▲7.3（－4.4）▲4.5（＋2.8）
うち製造業 ▲18.6 ▲18.9 ▲11.7 ▲9.3 ▲17.2 ▲12.2 ▲5.0 ▲4.9 ▲8.2（－3.3）▲3.1（＋5.1）

（　）は前回との差

②

2



業種別景況DI

仕入価格DI　（「上昇」の割合から「低下」の割合を引いた値）

【製造業】　
○　26 年下半期の景況DI は 3.3 ポイント低下し▲ 8.2 となった。
○　27 年上半期の景況DI は 5.1 ポイント上昇し▲ 3.1 となる見通し。
【卸売業】
○　26 年下半期の景況DI は 12.5 ポイント大幅低下し▲ 14.1 となった。
○　27 年上半期の景況DI は 3.6 ポイント上昇し▲ 10.5 となる見通し。
【小売業】
○　26 年下半期の景況DI は 4.9 ポイント上昇し 11.7 となった。
○　27 年上半期の景況DI は 17.4 ポイント大幅低下し▲ 5.7 となる見通し。
【飲食業】
○　26 年下半期の景況DI は 4.9 ポイント上昇し 10.8 となった。
○　27 年上半期の景況DI は 6.9 ポイント上昇し 17.7 となる見通し。

○　26 年下半期の仕入価格DI は 2.6 ポイント低下ながら 61.2 と価格上昇となった。
○　27 年上半期の仕入価格DI も 6.7 ポイント低下ながら 54.5 と価格上昇が続く見通し。

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

製造業 ▲18.6 ▲18.9 ▲11.7 ▲9.3 ▲17.2 ▲12.2 ▲5.0 ▲4.9 ▲8.2（－3.3）▲3.1（＋5.1）
卸売業 ▲7.3 ▲24.6 ▲26.5 ▲8.5 ▲23.4 ▲21.8 ▲1.1 ▲1.6 ▲14.1（－12.5）▲10.5（＋3.6）
小売業 ▲21.4 ▲10.4 ▲2.0 ▲9.8 ▲31.1 ▲23.9 ▲7.5 6.8 11.7（＋4.9）▲5.7（－17.4）
飲食業 ▲10.7 ▲40.5 ▲6.5 17.2 4.5 8.4 13.2 5.9 10.8（＋4.9） 17.7（＋6.9）

（　）は前回との差

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

食品産業 27.0 43.2 38.4 35.1 33.1 48.5 64.9 63.8 61.2（－2.6） 54.5（－6.7）
うち製造業 27.9 54.0 52.0 41.8 42.8 58.7 68.3 70.3 70.9（＋0.6） 61.5（－9.4）
うち卸売業 32.7 21.7 9.8 22.0 13.7 22.5 57.3 50.4 31.1（－19.3） 29.9（－1.2）
うち小売業 8.5 32.1 21.4 24.6 10.4 38.3 55.4 62.7 63.7（＋1.0）62.8（－0.9）
うち飲食業 20.4 41.8 45.2 39.7 46.6 58.2 74.6 84.1 70.3（－13.8）68.8（－1.5）

（　）は前回との差

③
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販売価格DIと販売数量DI　（「上昇（増加）」の割合から「低下（減少）」の割合を引いた値）

雇用判断DI　（「不足」の割合から「過剰」の割合を引いた値）

【販売価格】
○　26 年下半期の販売価格DI は 5.7 ポイント低下ながら 13.0 と価格上昇となった。
○　27 年上半期の販売価格DI は 2.7 ポイント上昇し 15.7 と価格上昇が続く見通し。
【販売数量】
○　26 年下半期の販売数量DI は 1.0 ポイント低下し▲ 3.3 と数量減少となった。
○　27 年上半期の販売数量DI は 4.4 ポイント上昇し 1.1 と数量増加となる見通し。

○　26 年下半期の雇用判断DI は 8.7 ポイント上昇し 23.2 と不足感の拡大となった。
○　27 年上半期の雇用判断DI は 1.4 ポイント低下し 21.8 と不足感が続く見通し。

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

販売数量DI ▲19.2 ▲19.8 ▲11.1 ▲6.2 ▲14.3 ▲11.3 1.2 ▲2.3 ▲3.3（－1.0） 1.1（＋4.4）
販売価格DI ▲15.9 ▲9.1 ▲11.6 ▲8.6 ▲18.1 ▲9.2 10.4 18.7 13.0（－5.7） 15.7（＋2.7）

（　）は前回との差

22年下半期 23年上半期 23年下半期 24年上半期 24年下半期 25年上半期 25年下半期 26年上半期 26年下半期 27年上半期見通し

食品産業 ▲4.8 ▲6.8 ▲0.1 ▲0.5 2.6 3.1 12.2 14.5 23.2（＋8.7） 21.8（－1.4）
うち製造業 ▲3.3 ▲6.8 1.0 ▲0.8 2.6 2.5 12.3 15.2 21.2（＋6.0） 18.8（－2.4）

（　）は前回との差

④
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設備投資DI　（「増加」の割合から「減少」の割合を引いた値）
○　設備投資DI（平成 26年下半期時点での平成 27年通年の見通し）は、前回調査（26年上半期）より4.6 ポ
イント低下し▲ 1.3 とマイナス値に転じており、改善傾向が続いていた設備投資環境に停滞感がみられる。

○　食品産業で今後伸びる製商品について聞いたところ、「低価格」志向が前回調査（26 年上半期）より 1.8
ポイント減少し 23.4％で引き続き減少傾向にある。

○　一方、減少傾向にあった「安全」が一転して 5.3 ポイント増加し 52.2％となり、「国産」が 1.2 ポイント
増加し 15.8％と引き続き増加傾向にある。

○　期限切れ中国産鶏肉の使用、異物混入問題など食の安全・安心をめぐる出来事が影響していると思われる。

（注）年途中に行う上半期調査に比べ、年初に行う下半期調査の方が設備投資に対して弱含みの数値となりやすい。

2　食品産業の製商品の志向
「低価格」はさらに減少、「安全」は増加に転じる

調査時期
（見通し年）

22年下半期
（23年）

23年上半期
（23年）

23年下半期
（24年）

24年上半期
（24年）

24年下半期
（25年）

25年上半期
（25年）

25年下半期
（26年）

26年上半期
（26年）

26年下半期
（27年）

食品産業 ▲10.5 ▲3.8 ▲4.9 3.2 ▲1.1 3.3 3.1 3.3 ▲1.3（－4.6）
うち製造業 ▲10.6 ▲1.2 ▲4.1 2.1 0.8 4.2 6.7 7.3 0.1（－7.2）

（　）は前回との差

⑤
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この冊子に使われている紙は、日本の森林を育てるために
間伐材を積極的に使用しています。

3　食品産業のHACCPへの取組み
HACCPの導入状況と導入時の課題　（製造業）
○　食品製造業の方にHACCP 導入の状況を聞いたところ、35.4％の食品製造企業が「導入している」と回

答した。また、「導入を予定している」が 11.7％で、これらを合わせると 47.1％の食品製造企業が積極的
にHACCPに取り組んでいることがわかった。一方で、52.9％と半数以上の食品製造業でHACCPを「導
入していない」という取り組みの低さも見られる。

○　HACCP導入時に問題となった、もしくは問題となる事項（複数回答）については、「施設や設備の整備
にかかる資金」が 60.6％と最も多く、次いで「導入までにかかる費用」が 42.8％、「導入後にかかるコスト」
が 38.1％と圧倒的に資金負担面が問題であると考えられていることがわかった。

食品の仕入れにおけるHACCP導入の必要性　（卸売業・小売業・飲食業）
○　食品の卸売業・小売業と飲食業の方に、食品を仕入れるにあたり、その食品の製造企業がHACCP を導

入しているかどうかを考慮するか聞いたところ、「検討材料の一つとする」が 54.2％、「導入の仕入先を
優先する」が 8.8％、「導入を必須とする」が 2.4％で、これらを合わせると 65.4％の企業が食品の仕入れ
にHACCP導入を考慮していることがわかった。
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 平 成 2 8 年 ３ 月 2 3 日 

株式会社日本政策金融公庫 

食品製造業者の７割超がＨＡＣＣＰ導入に意欲 
～ＨＡＣＣＰ導入済み企業は約４割に～ 

＜平成27年下半期食品産業動向調査（特別設問：ＨＡＣＣＰ編）＞ 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）農林水産事業が平成 28年 1月に実施した「平成 27年

下半期食品産業動向調査」の特別設問で、今や国際的な食品衛生管理の基準になっているＨＡ

ＣＣＰ(※)の取り組み状況について、食品製造業者に聞いたところ、7 割超の企業が既に導入

済みもしくは今後導入予定と回答し、導入に意欲的であることがわかりました。  

導入(取得)済みもしくは今後導入(取得)予定のＨＡＣＣＰ関連の認証の種類は、国際的な 

ＨＡＣＣＰ認証（FSSC22000、ISO22000 など）によるものが 26.6％でした。国際的な取引では、

このような認証の取得を求められることが増えてきており、輸出拡大をめざす日本の食品産業

にとっては、国際的なＨＡＣＣＰ認証の導入を増やしていくことが今後の課題と言えます。 

調査結果のポイントは以下のとおりです。 

※ＨＡＣＣＰ（ハサップ）とは、1960 年代に米国で宇宙食の安全性を確保するために開発された食品の衛生管理

の方式で、原材料の受入れから最終製品までの工程ごとに、微生物による汚染、金属の混入などの危害要因を分

析し、危害の防止につながる特に重要な工程を継続的に監視し記録する工程管理システムです。 

＜調査結果のポイント＞ 

○ HACCP導入企業は 37.5％、導入予定は 35.3％ (資料：図1、図2)

食品製造業の方にＨＡＣＣＰ導入への取り組み状況を聞いたところ、37.5％の企業が

「導入している」と回答した。また「数年以内に導入予定である」が7.8％、「将来的には

導入予定である」が27.5％で、これらを合わせると、食品製造業者のうち72.8％がＨＡＣ

ＣＰ導入に意欲的であることがわかりました。 

また、実際に導入(取得)済みもしくは今後導入(取得)予定のＨＡＣＣＰ関連の認証の種

類（複数回答）について聞いたところ、総合衛生管理製造過程承認制度（マル総）や業界

団体、自治体による認証などの国内のＨＡＣＣＰ認証が52.3％、国際的なＨＡＣＣＰ認証

とされるFSSC22000やISO22000などを導入(取得)済みもしくは今後導入(取得)予定の企業

は26.6％という結果となりました。 

ＥＵ（欧州連合）や米国などへの農林水産物や食品の輸出促進と関連し、国際的なＨＡ

ＣＣＰ認証が必要となってきており、その点は今後の課題です。 

○ ＨＡＣＣＰ義務化は必要が 27.7％、必要でないが 18.8％ （資料：図3)

食品製造業の方にＨＡＣＣＰ導入の義務化の必要性について聞いたところ、「必要性を感

じる」が 27.7％、「必要性を感じない」が 18.8％、「どちらとも言えない」が 53.5％となり

ました。  

ニュースリリース 

食品産業：ＨＡＣＣＰ 

keikyou
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調査時点   平成28年1月１日 

調査方法   郵送により調査票を配布し郵送により回収 

調査対象    全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食業） 7,258社 

有効回収数  全体で2,560社 （回収率35.3％）  

《内訳》 製造業：1,679社、卸売業：601社、小売業：217社、飲食業：63社 
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図１ 食品製造業でのＨＡＣＣＰ導入状況
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図２ 食品製造業で導入している（導入予定である）ＨＡＣＣＰ関連の認証の種類（複数回答）
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図３ 食品製造業でのＨＡＣＣＰ義務化の必要性について
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